
最高意思決定機関 御前会議
枢密院
大本営政府連絡会議

行政機関 内閣 内閣総理大臣 国家総動員審議会
国家総動員業務委員会
国民精神総動員委員会 1940年4月解散⇒国民精神総動員本部へ
交通事業調整委員会
対満事務局
興亜院

内閣官房
資源局 1937年10月25日廃止⇒企画院へ
内閣調査局 1937年5月13日廃止⇒企画庁へ
企画庁 1937年10月25日廃止⇒企画院へ
企画院

内務省 内務大臣
内務大臣官房
地方局
警保局
計画局
土木局
衛生局 1938年1月11日⇒厚生省衛生局へ
社会局 1938年1月11日⇒厚生省社会局・労働局・軍人援護部へ
神社局

商工省 商工大臣
商工大臣官房
振興部
臨時産業合理局 1937年4月30日廃止⇒統制局へ
統制局 1939年10月16日廃止
臨時物資調整局 1939年10月16日廃止
工務局 1939年6月16日廃止⇒繊維局・機械局・化学局へ
化学局
機械局
鉄鋼局
鉱産局
燃料局
総務局
特許局
貿易局
商務局
保険局 1939年廃止⇒監理局へ
監理局
物価局
繊維局

農林省 農林大臣
農林大臣官房
農務局
蚕糸局
米穀局
畜産局
水産局
山林局
馬政局
経済更生部
臨時農村対策部

大蔵省 大蔵大臣
大蔵大臣官房
主計局
主税局
理財局
銀行局
臨時国有財産整理部
国有財産整理局
営繕管財局
預金部 1937年預金部資金局に改称
預金部資金局
国民貯蓄奨励局
外国為替管理部
為替局
造幣局
専売局

陸軍省 陸軍大臣
陸軍大臣官房
軍務局
兵務局
整備局
経理局
兵器局
陸軍技術本部
陸軍航空本部
軍事調査部 1936年8月廃止⇒軍務局ヘ

海軍省 海軍大臣
海軍大臣官房
軍務局
軍需局
経理局
建築局
海軍艦政本部
海軍航空本部
海軍航空技術廠
海軍工廠

逓信省 逓信大臣
逓信大臣官房
電気局 1939年4月1日廃止⇒電気庁へ
電力管理準備局 1939年4月1日廃止⇒電気庁へ
電気庁
郵務局
電務局
工務局
貯金局
経理局
簡易保険局 1938年1月11日⇒厚生省保険院簡易保険局へ
航空局
管船局
灯台局

鉄道省 鉄道大臣
鉄道大臣官房
経理局
監督局
運輸局
建設局
工務局
工作局
電気局
国際観光局

外務省 外務大臣
外務大臣官房
調査部
欧亜局
亜米利加局
通商局
条約局
文化事業部
東亜局

拓務省 拓務大臣
拓務大臣官房
朝鮮部
管理局
殖産局
拓務局

厚生省 厚生大臣
厚生大臣官房
衛生局
予防局
社会局
労働局
体力局
臨時軍事援護部 1939年7月15日廃止⇒軍事保護院へ
軍事保護院
保険院

文部省 文部大臣
文部大臣官房
宗教局
教学局
思想局 1937年7月21日廃止⇒教学局へ
国民精神文化研究所

特殊銀行 日本銀行

日本興業銀行

各種団体・委員会 国民精神総動員中央連盟

日本経済聯盟会

理化学研究所

1937～1939年
日中戦争期



最高意思決定機関 御前会議
枢密院
大本営政府連絡会議

行政機関 内閣 内閣総理大臣 国家総動員審議会
国家総動員業務委員会 1941年3月3日廃止
国民精神総動員本部 1940年10月解散⇒大政翼賛会へ
総力戦研究所
技術院
交通事業調整委員会
対満事務局 1942年11月1日廃止⇒大東亜省へ
興亜院

内閣官房 1942年11月1日廃止⇒大東亜省へ
企画院
内閣情報局
日満支経済協議會 1942年2月21日廃止？⇒大東亜建設審議会へ
大東亜建設審議会

内務省 内務大臣

内務大臣官房
警保局
地方局
計画局 1941年9月廃止⇒国土局・防空局へ
防空局
国土局
管理局
神社局 1940年11月9日廃止⇒神祇院へ
神祇院

商工省 商工大臣
1943年11月1日廃止

商工大臣官房

商工省特別室 1941年8月23日休止
振興部 1942年6月廃止⇒企業局へ
工務局
化学局
鉄鋼局 1942年11月1日廃止⇒金属局へ
鉱産局 1942年11月1日廃止⇒金属局へ
金属局
燃料局
総務局
企業局
特許局 1942年4月1日廃止⇒技術院へ
貿易局 1942年11月1日廃止⇒交易局へ
交易局 1943年11月1日廃止⇒大東亜省へ
監理局 1941年12月13日廃止⇒大蔵省監理局へ
物価局 1943年11月1日廃止⇒農商省へ
繊維局 1943年11月1日廃止⇒農商省へ

農林省 農林大臣
1943年11月1日廃止⇒農商省へ 農林大臣官房

農務局 1941年1月廃止⇒農政局へ
農政局
資材部
蚕糸局 1943年11月1日廃止
米穀局 1941年1月21日廃止⇒食糧管理局へ
食糧管理局
食品局 1943年11月1日廃止
畜産局 1941年1月21日廃止
水産局
資材部 1942年11月1日廃止
山林局
馬政局
経済更生部 1941年1月21日廃止
臨時農村対策部 1941年1月21日廃止

大蔵省 大蔵大臣
大蔵大臣官房
総務局
主計局
主税局
理財局
営繕管財局
監理局
預金部資金局
銀行局
国民貯蓄奨励局
国民貯蓄局
外国為替管理部
為替局 1942年11月廃止⇒外資局へ
外資局
造幣局
専売局

陸軍省 陸軍大臣
陸軍大臣官房
軍務局
兵務局
整備局
経理局
兵器局 1942年10月廃止⇒陸軍兵器行政本部へ
陸軍技術本部 1942年10月廃止⇒陸軍兵器行政本部へ
陸軍兵器行政本部
陸軍航空本部

海軍省 海軍大臣
海軍大臣官房
軍務局
軍需局
兵備局
経理局
建築局 1941年8月1日廃止⇒海軍施設本部へ
海軍艦政本部
海軍施設本部
海軍航空本部
海軍航空技術廠
海軍工廠
海軍省南方政務部

逓信省 逓信大臣
1943年11月1日廃止⇒運輸通信省へ逓信大臣官房

電気庁 1942年11月1日廃止⇒電気局へ
電気局 1943年11月1日廃止⇒軍需省電力局へ
郵務局 1943年11月1日廃止⇒運輸通信省通信院業務局へ
電務局 1943年11月1日廃止⇒運輸通信省通信院業務局へ
工務局 1943年11月1日廃止⇒運輸通信省通信院工務局へ
貯金局 1943年11月1日廃止⇒運輸通信省貯金保険局へ
経理局 1942年11月1日廃止⇒総務局へ
総務局 1943年11月1日廃止⇒通信院へ
簡易保険局 1942年11月1日⇒厚生省保健院より復帰
航空局 1943年11月1日⇒運輸通信省航空局へ
管船局 1941年12月廃止⇒海務院へ
灯台局 1941年12月廃止⇒海務院へ
海務院 1943年11月1日⇒運輸通信省海運総局へ

鉄道省 鉄道大臣
1943年11月1日廃止⇒運輸通信省へ鉄道大臣官房

経理局 1942年11月廃止
総務局
監督局 1942年11月廃止⇒監理局へ
監理局
運輸局 1942年11月廃止⇒業務局へ
業務局
建設局 1942年11月廃止⇒施設局へ
工務局 1942年11月廃止⇒施設局へ
工作局 1942年11月廃止⇒施設局・資材局へ
電気局 1942年11月廃止⇒施設局へ
施設局
需品局 1942年11月廃止⇒資材局へ
資材局
要員局
国際観光局 1942年11月廃止

外務省 外務大臣
外務大臣官房
調査部 1942年11月廃止⇒調査局へ
調査局
欧亜局 1942年11月廃止⇒政務局へ
亜米利加局 1942年11月廃止⇒政務局へ
政務局
通商局
条約局
文化事業部 1940年廃止
東亜局 1942年11月1日廃止⇒大東亜省へ
南洋局 1942年11月1日廃止⇒大東亜省へ

拓務省 拓務大臣
1942年11月廃止 拓務大臣官房

朝鮮部 1942年11月廃止⇒内務省管理局へ
管理局 1942年11月廃止⇒内務省管理局へ
殖産局 1942年11月廃止⇒内務省管理局・大東亜省南方事務局へ
拓務局 1940年11月12日廃止⇒拓北局・拓南局へ
拓北局 1942年11月廃止⇒大東亜省満洲事務局へ
拓南局 1942年11月廃止⇒大東亜省南方事務局へ

大東亜省 大東亜大臣
大東亜大臣官房
総務局
交易局
南方事務局
満洲事務局
支那事務局

厚生省 厚生大臣
厚生大臣官房
衛生局
予防局 1942年11月1日廃止⇒衛生局へ
社会局 1941年8月1日廃止
労働局 1942年11月1日廃止⇒勤労局へ
勤労局
体力局 1941年8月1日廃止
健民局
軍事保護院
保険院 1942年11月1日廃止

文部省 文部大臣
文部大臣官房
体育局
宗教局 1942年11月1日廃止⇒教化局へ
教化局 1943年廃止⇒教学局へ
教学局

特殊銀行 日本銀行

日本興業銀行

特殊会社 戦時金融金庫

南方開発金庫

各種団体・委員会 大政翼賛会

重要産業統制団体協議会

統制会

金融統制団体

船舶運営会

1940～1942年
太平洋戦争期①

重要事項：1942年6月「行政簡素化実施要領」



太平洋戦争期②

重要事項：1943年9月21日「現情勢下ニ於ケル国政運営要綱」

最高意思決定機関 御前会議
枢密院
大本営政府連絡会議 1944年8月4日⇒最高戦争指導会議と改称
最高戦争指導会議

行政機関 内閣 内閣総理大臣 国家総動員審議会
国民精神総動員本部
国民精神総動員委員会
総力戦研究所 1945年3月廃止
技術院
交通事業調整委員会

内閣官房 内閣顧問
戦時経済協議会
行政査察使

企画院 1943年11月1日廃止⇒軍需省へ
綜合計画局
内閣情報局
大東亜建設審議会

内務省 内務大臣
内務大臣官房
警保局
地方行政協議会
地方局
国土局
防空局 1943年11月1日廃止⇒防空総本部へ
防空総本部
管理局
神祇院

軍需省 軍需大臣
軍需大臣官房
軍需監理部
企業整備本部 1945年6月5日廃止
化学局
機械局
鉄鋼局
軽金属局 1945年5月廃止
非鉄金属局 1945年6月廃止⇒鉱山局へ
鉱山局
燃料局
総動員局
電力局
航空兵器総局

農商省 農商大臣
農商大臣官房
物価局 1945年3月9日廃止⇒総務局・生活物資局へ
繊維局
食糧管理局
農政局
資材局
水産局
山林局
馬政局
生活物資局

大蔵省 大蔵大臣
大蔵大臣官房
総務局
主計局
主税局
理財局
営繕管財局
預金部資金局
銀行局
国民貯蓄奨励局
国民貯蓄局
外国為替管理部
為替局
外資局
造幣局
印刷局
専売局

陸軍省 陸軍大臣
陸軍大臣官房
軍務局
兵務局
整備局 1945年4月廃止
経理局
兵器局
陸軍兵器行政本部
陸軍技術本部
陸軍航空本部
軍事調査部

海軍省 海軍大臣
海軍大臣官房
軍務局
軍需局
兵備局 1945年3月1日廃止⇒軍務局へ
経理局
海軍施設本部
海軍艦政本部
海軍航空本部
海軍航空技術廠
海軍工廠
海軍省南方政務部

運輸通信省 運輸通信大臣
1945年5月18日⇒運輸省へ改編 運輸通信大臣官房

通信院 1945年5月19日廃止⇒内閣逓信院へ
航空局 1945年5月18日⇒運輸省航空局へ
海運総局 1945年5月18日⇒運輸省海運総局へ
港湾局 1945年5月18日⇒運輸省港湾局へ
自動車局 1945年5月18日⇒運輸省自動車局へ
企画局 1945年5月18日⇒運輸省企画局へ
鉄道総局 1945年5月18日⇒運輸省鉄道総局へ
中央気象台

外務省 外務大臣
外務大臣官房
調査局
政務局
通商局 1943年11月1日廃止⇒戦時経済局へ
戦時経済局
条約局

大東亜省 大東亜大臣
大東亜大臣官房
総務局
交易局
南方事務局
満洲事務局
支那事務局

厚生省 厚生大臣
厚生大臣官房
衛生局
予防局
勤労局
健民局
軍事保護院

文部省 文部大臣
文部大臣官房
体育局 1945年7月10日廃止⇒学徒動員局へ
教学局

特殊銀行 日本銀行

日本興業銀行

特殊会社 戦時金融金庫

南方開発金庫

共同融資銀行

各種団体・委員会 大政翼賛会

重要産業統制団体協議会

統制会

金融統制団体

船舶運営会

1943～1944年



終戦期

最高意思決定機関 御前会議
枢密院
最高戦争指導会議
国務司令室 1945年8月15日廃止

行政機関 内閣 内閣総理大臣 国家総動員審議会
総力戦研究所
技術院 1945年9月5日廃止
逓信院
交通事業調整委員会

内閣官房 内閣顧問
綜合計画局 戦時経済協議会
内閣情報局 行政査察使 1945年9月29日廃止
大東亜建設審議会

内務省 内務大臣
内務大臣官房
警保局
地方行政協議会 1945年5月18日廃止⇒地方総監府へ
地方総監府
地方局
国土局
防空総本部
管理局
神祇院

軍需省 軍需大臣
1945年8月26日廃止⇒商工省へ 軍需大臣官房

軍需監理部
企業整備本部
化学局
機械局 1945年8月26日廃止⇒商工省工務局へ
鉄鋼局

鉱山局
燃料局
石炭局
総動員局
電力局 1945年8月26日廃止⇒商工省電力局へ
整備局
管理局
航空兵器総局

農商省 農商大臣
1945年8月26日廃止⇒農林省へ 農商大臣官房

物価局 1945年8月26日廃止⇒商工省繊維局・農林省蚕糸局へ
繊維局 1945年8月26日廃止⇒農林省食糧管理局へ
食糧管理局 1945年8月26日廃止⇒農林省要員局へ
農政局 1945年8月26日廃止⇒農林省農政局へ
資材局 1945年8月26日廃止⇒農林省資材局へ
水産局 1945年8月26日廃止⇒農林省水産局へ
山林局 1945年8月26日廃止⇒農林省山林局へ
馬政局 1945年8月26日廃止⇒農林省馬政局へ
生活物資局 1945年8月26日廃止⇒経済安定本部へ

大蔵省 大蔵大臣
大蔵大臣官房
総務局
主計局
主税局
金融局
営繕管財局
預金部資金局
銀行局
国民貯蓄局
外国為替管理部
為替局
外資局
造幣局
印刷局
専売局

陸軍省 陸軍大臣
1945年11月30日廃止⇒第一復員省へ陸軍大臣官房

軍務局
兵務局
整備局
経理局
兵器局
陸軍兵器行政本部
陸軍技術本部
陸軍航空本部 1945年11月9日廃止
軍事調査部

海軍省 海軍大臣
1945年11月30日廃止⇒第二復員省へ海軍大臣官房

軍務局
軍需局
兵備局
経理局
海軍施設本部
海軍艦政本部
海軍航空本部
海軍航空技術廠
海軍工廠
海軍省南方政務部

運輸省 運輸大臣
運輸大臣官房
航空局
海運総局
港湾局
自動車局
企画局
鉄道総局
中央気象台

外務省 外務大臣
外務大臣官房
調査局
政務局
戦時経済局
条約局

大東亜省 大東亜大臣
1945年8月26日廃止 大東亜大臣官房

総務局
交易局
南方事務局
満洲事務局
支那事務局

厚生省 厚生大臣
厚生大臣官房
衛生局
予防局
勤労局
健民局
軍事保護院

文部省 文部大臣
文部大臣官房
教学局
学徒動員局

特殊銀行 日本銀行

日本興業銀行

特殊会社 戦時金融金庫

南方開発金庫

共同融資銀行

資金統合銀行

各種団体・委員会 大政翼賛会 1945年6月13日（？）解散⇒国民義勇隊へ

国民義勇隊

重要産業統制団体協議会

統制会

金融統制団体

戦時建設団

船舶運営会

1945年8月15日
重要事項：1945年3月2日「時局ニ対処スル各庁行政ノ簡素強化ニ関スル件」



最高意思決定機関 枢密院
最高戦争指導会議 1945年8月22日廃止⇒終戦処理会議へ
終戦処理会議 1945年10月5日廃止

行政機関 内閣 内閣総理大臣 戦後対策審議会 1945年10月26日廃止
戦災復興院
物価安定委員会
逓信院 1946年7月1日⇒逓信省へ
技術院 1945年9月5日廃止
交通事業調整委員会

内閣官房 内閣調査局 1945年11月22日廃止⇒内閣審議室へ
内閣審議室
行政査察使 1945年9月29日廃止

法制局
綜合計画局 1945年8月31日廃止⇒内閣調査局へ
大東亜建設審議会 1945年10月26日廃止

内務省 内務大臣
1947年12月31日廃止 内務大臣官房

警保局
地方総監府 1945年11月6日廃止
地方局
国土局
調査部
調査局
防空総本部 1945年8月31日廃止
管理局 1946年1月17日廃止⇒外務省管理局へ
神祇院 1945年12月15日廃止

商工省 商工大臣
商工大臣官房
総務局
工務局 1946年11月廃止⇒化学局・機械局へ
鉱山局
燃料局 1945年12月14日廃止⇒商工省工務局・鉱山局・石炭庁へ
石炭局 1945年12月14日廃止⇒石炭庁へ
石炭庁
貿易庁
電力局
商務局 1946年11月廃止⇒総務局へ
繊維局
特許標準局
賠償実施局
産業復興局
整理部 1946年11月8日廃止⇒賠償実施局へ
連絡部 1946年11月18日廃止⇒総務局へ

物価庁

農林省 農林大臣
農林大臣官房
総務局
食糧管理局
農政局
要員局 1945年10月26日廃止
資材局 1945年10月26日廃止
水産局
山林局
馬政局 1945年10月25日廃止
食品局
蚕糸局
開拓局
畜産局

大蔵省 大蔵大臣
大蔵大臣官房
主計局
主税局
国民貯蓄局 1946年2月2日廃止⇒理財局・銀行局へ
物価部
理財局
国有財産部
金融局 1946年2月2日廃止⇒理財局・銀行局へ
銀行局
外資局 1946年2月2日廃止⇒理財局・銀行局へ
特殊財務部 1947年廃止⇒管理局へ
管理局
財務局 1949年6月1日⇒財務部へ改編
造幣局
専売局 1946年1月16日廃止
戦後通貨対策委員会
閉鎖機関整理委員会
証券取引委員会

第一復員省 ⇒※昨年度グロッサリー

第二復員省 ⇒※昨年度グロッサリー

逓信省 逓信大臣
逓信大臣官房
総務局
郵務局
貯金保険局
電務局
工務局
電波局
資材局
営繕部

運輸省 運輸大臣
運輸大臣官房
航空局 1945年12月廃止
海運総局
港湾局
自動車局 1946年2月廃止⇒陸運監理局へ
陸運監理局
企画局 1946年2月廃止
鉄道総局
中央気象台

外務省 外務大臣
外務大臣官房
終戦連絡事務局
調査局
政務局 1946年2月1日廃止⇒総務局へ
戦時経済局 1945年8月26日廃止⇒経済局へ
経済局 1946年2月1日廃止⇒総務局へ
条約局
管理局

厚生省 厚生大臣
厚生大臣官房
医務局
予防局
公衆保健局
社会局
勤労局
労政局
健民局 1946年2月8日廃止⇒衛生局・社会局へ
衛生局 1946年11月5日廃止⇒医務局へ
軍事保護院 1945年12月1日廃止⇒保護院へ
保険局
臨時防疫局 1946年3月13日廃止

文部省 文部大臣
文部大臣官房
教学局 1945年10月廃止⇒社会教育局へ

学徒動員局 1945年9月4日廃止

特殊銀行 日本銀行

日本興業銀行

特殊会社 戦時金融金庫 1945年9月30日廃止

南方開発金庫 1945年9月30日廃止

共同融資銀行

資金統合銀行

各種団体・委員会 船舶運営会

戦時建設団 1946年1月15日廃止

持株会社整理委員会

経済民主化協議会

経済再建整備委員会

地方商工局

復興金融委員会

証券処理調整協議会

中央労働委員会

戦後期①
1945年8月15日～1946年



最高意思決定機関 枢密院 1947年5月20日廃止

行政機関 内閣 内閣総理大臣 戦災復興院 1948年1月1日廃止⇒建設院へ
物価安定委員会
交通事業調整委員会

内閣官房 内閣調査局
法制局 1947年12月17日廃止⇒法務庁へ

総理庁 連絡調整中央事務局
1949年6月1日⇒総理府に改編 内事局 1948年3月6日廃止

自治課 1949年廃止⇒地方自治庁へ
全国選挙管理委員会 1952年廃止⇒自治庁選挙部へ
行政管理庁 1949年6月1日⇒総理府へ
統計委員会 1949年6月1日⇒総理府へ
地方自治庁 1952年8月1日廃止⇒自治庁へ
建設院
経済安定本部 1952年8月1日廃止⇒経済審議庁へ
地方財政委員会
外資委員会
経済調査庁 1952年8月1日廃止⇒総理府行政管理庁へ

総理府 特別調達庁
公益事業委員会
経済審議庁 1955年7月20日廃止⇒経済企画庁へ

経済企画庁

通商産業省

法務庁
1949年6月1日廃止⇒法務府へ

法務府 解散団体財産売却理事会事務局
臨時在外財産問題調査室

内務省 内務大臣
1947年12月31日廃止 内務大臣官房

警保局
地方局
国土局 1947年12月26日廃止⇒建設院へ

商工省 商工大臣
1949年5月24日⇒通商産業省へ改編 商工大臣官房

総務局 1949年5月24日廃止⇒通商産業省へ
鉱山局 1949年5月24日廃止⇒資源庁へ
石炭庁 1949年5月24日廃止⇒資源庁へ
貿易庁 1949年5月24日廃止⇒通商産業省へ
電力局 1949年5月24日廃止⇒資源庁へ
繊維局 1949年5月24日廃止⇒通商産業省へ
特許標準局 1948年8月廃止⇒特許局・工業技術庁へ
特許局 1949年5月24日廃止⇒特許庁へ
産業復興局 1947年6月19日廃止⇒総務局・生活物資局へ
賠償実施局 1948年7月15日廃止⇒総務局賠償実施部へ
化学局 1949年5月24日廃止⇒通商産業省へ
機械局 1949年5月24日廃止⇒通商産業省へ
鉄鋼局 1949年5月24日廃止⇒通商産業省へ
中小企業庁
工業技術庁

物価庁

経済企画庁

通商産業省

農林省 農林大臣
農林大臣官房
総務局 1949年6月1日廃止⇒農林大臣官房へ
食糧管理局 1949年6月1日廃止⇒食糧庁へ
食糧庁
水産局 1948年7月1日廃止⇒水産庁へ
水産庁
山林局 1947年4月1日廃止⇒林野局へ
林野局 1949年6月1日廃止⇒林野庁へ
林野庁
食品局 1949年6月1日廃止⇒食糧庁へ
蚕糸局
農政局 1952年8月1日廃止⇒農林経済局へ
開拓局 1949年6月1日廃止⇒農地局へ
農地局 1972年12月6日廃止
畜産局

大蔵省 大蔵大臣
大蔵大臣官房
主計局
主税局
理財局
銀行局
国民貯蓄局
管理局 1949年5月31日廃止⇒理財局・管財局へ
渉外部
造幣局
閉鎖機関整理委員会 1952年3月解散
証券取引委員会 1952年8月1日廃止

逓信省 逓信大臣
1949年6月1日廃止⇒郵政省・電気通信省へ 逓信大臣官房

総務局
労務局
郵務局
貯金保険局 1947年4月22日廃止⇒貯金局・簡易保険局へ
貯金局
簡易保険局
電務局
工務局
電波局 1949年6月1日⇒電波庁へ
資材局
営繕部

郵政省

電気通信省 電気通信大臣
電気通信大臣官房
電波庁 1950年6月1日廃止

運輸省 運輸大臣
運輸大臣官房
海運総局 1949年5月廃止
港湾局
灯台局 1948年⇒海上保安庁へ
海上保安庁
陸運監理局 1949年6月廃止⇒鉄道監督局へ
鉄道監督局 1949年6月⇒日本国有鉄道へ
中央気象台 1956年7月1日廃止⇒気象庁へ

外務省 外務大臣
外務大臣官房
終戦連絡事務局 1948年1月31日廃止⇒総理庁連絡調整中央事務局へ
調査局 1951年12月1日廃止
総務局 1949年6月1日廃止⇒政務局へ
条約局
管理局 1951年12月1日廃止
特殊財産局 1949年6月1日廃止
連絡局 1951年12月1日廃止

厚生省 厚生大臣
厚生大臣官房
医務局 1949年6月1日廃止
予防局 1949年6月1日廃止⇒公衆衛生局へ
公衆保健局 1948年7月15日⇒公衆衛生局へ改編
公衆衛生局
薬務局
社会局
勤労局 1947年4月7日廃止⇒職業安定局へ
労政局 1947年9月1日⇒労働省へ
職業安定局 1947年9月1日⇒労働省へ
労働基準局 1947年9月1日⇒労働省へ
保険局
児童局

労働省 労働大臣
労働大臣官房
中央労働委員会
公共企業体仲裁委員会
国有鉄道調停委員会
専売公社調停委員会

特殊銀行 日本銀行

日本興業銀行

特殊会社 共同融資銀行

資金統合銀行

各種団体・委員会 船舶運営会 1952年3月31日解散

臨時人事委員会

財閥関係役員審査委員会

持株会社整理委員会

経済民主化協議会

経済再建整備委員会

公正取引委員会

地方商工局 1949年5月24日廃止⇒通商産業省へ

証券処理調整協議会 1951年7月1日解散

復興金融委員会

中央労働委員会 1949年6月1日⇒労働省へ

戦後期②
1947年～


